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はじめに

◼ ウイグル強制労働防止法（UFLPA）は1930年改正関税法第307条を補強するもの

◼ 2022年6月21日以降に輸入されるウイグル関連商品については、WROに代わりUFLPAが優先

1930年改正関税法第307条（19 U.S.C. § 1307）

ウイグル強制労働防止法（UFLPA）

➢ 全ての「外国において全部または一部を囚人労働、強制労働もしくは刑罰による年季奉公労働によって採掘、生産または

製造した物品、製品商品、用品器具および製品商品」の輸入を禁止。輸入貨物引き渡しを保留する違反商品保留命令

（WRO）が発令される。

1. 中華人民共和国（PRC）の新疆ウイグル自治区（Xinjiang）において、または

2. UFLPAエンティティリストで米国政府が特定したエンティティによって

全体または一部が採掘、生産、製造された全ての物品、製品、用品および商品を強制労働によって作られたと推定し、

米国への持ち込みを禁止。

※ 中国およびその他の国で製造された、または中国を経由して出荷された物品にも新疆ウイグル自治区で製造された

部品を含むものであれば適用される。

2022年6月21日以降に輸入される新疆ウイグル自治区関連商品については、
現行のWROに代わりUFLPAが優先される。

CBPガイダンス概要
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輸入手続および UFLPA の執行プロセス（1）1

◼ 米国税関・国境警備局（CBP）は、UFLPAの適用範囲内にあると推定される貨物を

拘留、排除、押収／没収

◼ 輸入者は、UFLPA推定の例外適用を受けるために、明確かつ説得力のある証拠を示す必要がある

CBPはUFLPAの適用範囲内

にあると推定される貨物を

拘留、排除、押収／没収。

CBPは貨物の拘留通知、排

除通知または押収通知のい

ずれかを輸入者に通知。

輸入者は、UFLPA推定の例外適応要請のために、商品またはその

構成部品の全部または一部が新疆で生産されていないこと、また

は UFLPA事業体リストで特定された事業体によって生産されてい

ないことを明確かつ説得力のある証拠で証明することで反証可能。

※CBPが輸入者に要求する可能性のある文書の非網羅的なリストについては、ガイダンス4

章BおよびD、国土安全保障省（DHS）のUFLPA戦略を参照。

CBPはUFLPA 事業体リスト

など情報源を通じてUFLPA

の適用範囲内にあると推定

される貨物の出荷を特定。

CBPはUFLPAの範囲外であ

ることを実証すると判断し

た例外適用を決定した場合、

当該貨物を解放。

※輸入者は、排除または押収の前のいか

なる時点においても、税関長から拘留さ

れた貨物を輸出する許可を得るために即

時保税輸出を提示することが可能。

CBPは、例外適用を認める

際に考慮した物品と証拠を

特定する報告書を議会に報

告および一般に公開。

CBPガイダンス概要

https://www.dhs.gov/uflpa-strategy
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輸入手続および UFLPA の執行プロセス（2）1
A. 拘留

➢ CBP は、合衆国法典第 19 編第 1499 条および連邦規則集第 19 編第 151.16 条に従って、拘留理由（すなわち、UFLPA）および予

想される拘留期間を提示する拘留通知を発行。拘留通知には、UFLPA の推定を覆すための情報を CBP に提出するための輸入者に対す

る指示も含まれる。

➢ CBPは、商品が審査のためにCBPに提示された日から5日間（週末および休日を除く）、当該商品を解放するか拘留するかを決定。そ

の5日以内に解放されない商品は、拘留された商品とみなされる。

➢ CBP は、5 日間の期間中および期間後に、許容性を判断するために輸入者から提供された情報を評価。

B. 解放

➢ CBP 局長が、輸入者が UFLPA の第 3 
条（b）を順守していると判断し、商
品が全体的または部分的に強制労働に
よって製造されていないという明確で
説得力のある証拠がある場合、局長は、
推定の例外が正当であると判断し、税
関長が商品を解放。

➢ CBP が例外を認めた場合、輸入者に
よって提出された情報は公開され、議
会報告の対象となる。また、CBPは例
外が正当であるという判断に至る際に
考慮された物品と証拠を特定する報告
書を議会と公衆に提出することを義務
付けられる。特定の情報は、情報公開
法（5 U.S.C. § 552）に含まれる適
用除外の下で公開が差し控えられる場
合がある。

C. 排除 D. 押収／没収

➢ CBP は、UFLPA に違反していると判
断される出荷を排除することが可能。

➢ 輸入者は、合衆国法典第19 編第
1514 条に従って排除に異議を申し立
てることが可能。

※輸入者は、適切な処理を確保するために、
税関の電子申請システム（ACE）内で異議
を作成する際に、関連する問題として「通
関排除商品」を選択する必要がある。異議
は、適切な Center of Excellence and 
Expertise（センター）へ電子的にルー
ティングされる。異議プロセスに関する追
加情報については、連邦規則集第 19 編第
174 条を参照。

➢ UFLPA に違反していると判断された
輸入品は、押収および没収の対象とな
る場合がある（合衆国法典第 19 編第
1595a 条；連邦規則集第 19 編第
171 条を参照）。

➢ UFLPA に違反する貨物を押収する決
定が CBP によってなされた場合、そ
の事案は通関手続き地の罰金・罰則・
没収担当官（FPFO）に照会。FPFO 
は輸入業者およびその他全ての利害関
係者に、利害関係者の申立ての権利の
概要を記した押収通知書を送付。

➢ FPFO 通知は、輸入者がレビューのた
めに CBP に情報を提供する方法と、
申立書を提出する期限を通知。

➢ 押収プロセスに関する追加情報につい
ては、軽減措置ガイドラインを参照。

CBPガイダンス概要

https://www.cbp.gov/sites/default/files/documents/icp052_3.pdf
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UFLPA推定の例外適用要請2

◼ 輸入者は、拘留中、排除後、または押収プロセス中に、各措置に応じて例外適応を要請可能

◼ UFLPA推定のUFLPA推定の範囲外であると示す情報を明確かつ説得力のある証拠をCBPに提供

・拘留の場合

拘留通知を受け取った輸入者は、連邦規則集第19編第151条に従い、適用される期間内（一般的には商品がCBPに審査のために提示され

た日から30日以内）に拘留通知に対応することが可能。

・排除の場合
排除通知を受領した輸入者は、 連邦規則集第19編第174条に従って、該当する期間内に行政抗議を提出することが可能。

・押収の場合
通知を受けた輸入者は、連邦規則集第19編第171条に概説されている申し立て手続きを利用することが可能。

※CBPが輸入者に要求する可能性のある文書の非網羅的なリストについては、ガイダンス4章BおよびD、国土安全保障省（DHS）のUFLPA戦略を参照。

CBP 局長がUFLPA推定の例外適用を判断するには、以下条件を全て満たす明確かつ説得力のある証拠が必要

（1）記録上の輸入業者が

➢ UFLPA第2条(d)(6)に記載された指針（UFLPA戦略）およびその指針を実施するために発行された規則に完全に従ったこと。

➢ 商品の全部または一部が強制労働によって採掘、生産または製造されたかどうかを確認するために局長が提出した全ての情報の照会に
完全かつ実質的に回答していること。

（2）明確かつ説得力のある証拠により、当該物品、製品、用品または商品の全部または一部が強制労働によって採掘、生産、または製造
されたものではないことを証明すること。

※例外適応要請には、UFLPAの範囲外であると示す情報を英語、かつ、よく整理された状態（索引を付け、提供された文書の関連性の説明を含む）で CBPに提供することが求められるとしている。

CBPガイダンス概要

https://www.dhs.gov/uflpa-strategy
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サプライチェーンのデューディリジェンス、
追跡および管理のためのツール（1）3

◼ ガイダンスでは、貿易関係者がサプライチェーンのデューディリジェンス、追跡および管理のため

に参考とし得るツールが列挙

米国政府リソース

• 国土安全保障省（DHS）中華人民共和国における強制労働によって採掘、生産、または製造された商品の輸入を防

止するための戦略（UFLPA戦略）

• 米国国務省の責任ある調達ツール

• 米国国務省の人身取引に関する報告書

• 米国労働省のコンプライチェーン

• 米国労働省の最悪の形態の児童労働に関する所見

• 米国労働省の児童労働または強制労働によって生産された物品のリスト

• 米国労働省の強制または年季奉公の児童労働によって生産された製品のリスト

• 米国労働省のより良い貿易ツール

• 連邦調達規則

• 責任ある企業行動に関する国家行動計画

• 国務省が他の米国政府機関の協力を得て発行した関連ビジネスアドバイザリー（更新された新疆サプライチェーン

ビジネスアドバイザリー（2021年7月）等）

米国税関・国境警備局のリーズナブルケア：インフォームド・コンプライアンス資料などの関連資料

• 米国税関・国境警備局の強制労働に関するウェブサイト資料

• 米国への輸入が排除、押収の対象となり得る追加の商品、地域および生産者を特定する上で輸入者を支援し得る、

中国および新疆を含む米国税関国境警備局の違反商品保留命令および所見ならびに関連するよくある質問（FAQ）

CBPガイダンス概要

https://www.dhs.gov/uflpa-strategy
https://www.responsiblesourcingtool.org/
https://www.state.gov/reports/2021-trafficking-in-persons-report/
https://www.dol.gov/ilab/complychain/
https://www.dol.gov/agencies/ilab/resources/reports/child-labor/findings
https://www.dol.gov/agencies/ilab/reports/child-labor/list-of-goods
https://www.dol.gov/agencies/ilab/reports/child-labor/list-of-products
https://www.dol.gov/agencies/ilab/better-trade-tool
https://www.acquisition.gov/browse/index/far
https://www.state.gov/responsible-business-conduct-national-action-plan/
https://www.state.gov/xinjiang-supply-chain-business-advisory/
https://www.cbp.gov/sites/default/files/assets/documents/2018-Mar/icprescare2017revision.pdf
https://www.cbp.gov/trade/forced-labor
https://www.cbp.gov/trade/forced-labor/withhold-release-orders-and-findings
https://www.cbp.gov/trade/programs-administration/forced-labor/frequently-asked-questions
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サプライチェーンのデューディリジェンス、
追跡および管理のためのツール（２）3

国際的リソース

• 強制労働に関する先進7カ国（G7）貿易大臣声明

• 人身売買法務センターガイド「自由に基づいた輸入: サプライチェーンにおける強制労働と闘うための米国関

税法の活用 」

• 国連ビジネスと人権に関する指導原則

• 経済協力開発機構（OECD）の多国籍企業ガイドライン（分野別ガイダンスを含む）

• ILO多国籍企業および社会政策に関する原則の三者宣言

• ILO 出版物「強制労働との闘い：雇用者と企業のためのハンドブック」

• 強制労働の測定に関する ILO ガイドライン

• 公正な採用に関する ILO 一般原則および運営指針

• 国際移住機関（IOM）の倫理的採用基準

• 人権高等弁務官事務所のガイド「人権を尊重する企業の責任（OHCHR ガイド）」

その他のリソース

CBPガイダンス概要

https://www.gov.uk/government/news/g7-trade-ministers-statement-on-forced-labour-annex-a
https://htlegalcenter.org/sdm_downloads/importing-freedom-using-the-u-s-tariff-act-to-combat-forced-labor-in-supply-chains/
https://www.business-humanrights.org/en/big-issues/un-guiding-principles-on-business-human-rights/
https://www.oecd.org/corporate/mne/
https://www.ilo.org/empent/areas/mne-declaration/lang--en/index.htm
https://www.cbp.gov/trade/programs-administration/forced-labor/frequently-asked-questions
https://ilostat.ilo.org/about/standards/icls/icls-documents/
https://www.ilo.org/global/topics/fair-recruitment/WCMS_536755
https://iris.iom.int/
https://www.ohchr.org/en/business-and-human-rights/publications-and-resources
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CBP が要求する可能性のある情報の種類と性質（1）4

◼ ガイダンスでは、UFLPA推定の例外適応要請に際し、CBPが輸入者に要求する可能性のある情報が

A～Eまで5種類列挙。併せて、国土安全保障省（DHS）のUFLPA戦略を参照。

A デューディリジェンス・システム情報
デューディリジェンスのシステムまたはプロセスを示す文書

◼ 強制労働のリスクを評価し、対処するためのサプライヤーおよびその他のステークホルダーとの関わり

◼ サプライチェーンのマッピング、および原材料から輸入品の製造までのサプライチェーンに沿った強制労働リスクの評価

◼ 強制労働の使用を禁じ、中国政府の労働スキームを利用するリスクに対処する書面によるサプライヤーの行動規範

◼ サプライヤーの選定やサプライヤーとのやりとりを行う従業員および代理人を対象とした、強制労働のリスクに関する研修

◼ サプライヤーが行動規範を順守しているかどうかのモニタリング

◼ 特定された強制労働条件の是正、または是正が不可能または適時に完了しない場合のサプライヤーとの関係の終了

◼ デューディリジェンス・システムの実施と有効性の独立した検証

◼ デューディリジェンス・システムに関するパフォーマンスとエンゲージメントを公に報告すること

CBPガイダンス概要

https://www.dhs.gov/uflpa-strategy
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CBP が要求する可能性のある情報の種類と性質（2）4
B サプライチェーン追跡情報（原材料から輸入品までのサプライチェーンを追跡する文書）

＜サプライチェーン全体に関する証拠＞

◼ 輸入品およびその構成品を含むサプライチェーンの詳細な説明（採掘、生産、または製造の全段階を含む）

◼ 荷送人および輸出者を含むサプライチェーンにおける事業体の役割：例えば、CBPは、サプライヤーが製造者でもあるか
どうかを判断する必要がある

◼ サプライチェーンの実体については、連邦規則集第19編第 152.102 条(g)に従い、あらゆる関係を特定する

◼ 生産工程の各段階に関連する供給業者のリスト（名称および連絡先（住所、Eメールアドレス、電話番号）を含む）

◼ 生産工程に関与する各企業または事業体からの宣誓供述書

B サプライチェーン追跡情報（原材料から輸入品までのサプライチェーンを追跡する文書）
＜商品またはその構成部品に関する証拠書類＞

◼ 発注書

◼ 全てのサプライヤーおよびサブサプライヤーのインボイス

◼ 梱包明細書

◼ 材料明細書

◼ 原産地証明書

◼ 支払い記録

◼ 売主の在庫記録（ドック／倉庫の領収書を含む ）

◼ マニフェスト、船荷証券（例：航空路／船舶／トラック輸送）を含む出荷記録

◼ ドック／倉庫のレシートを含む買い手の在庫記録

◼ 全サプライヤーおよびサブサプライヤーの請求書および領収書

◼ 輸入／輸出記録

CBPガイダンス概要
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CBP が要求する可能性のある情報の種類と性質（3）4

B サプライチェーン追跡情報（原材料から輸入品までのサプライチェーンを追跡する文書）
＜採掘業者、生産者、または製造業者に係る証拠書類＞

◼ 商品またはその構成要素の原材料に関連する上記の証拠。綿花、ポリシリコン、トマトなど、リスクの高い商品に関する
具体例は以下を参照

◼ 採掘、生産、または製造の記録

⋄ CBPが原材料から採掘、生産、または製造された商品までを追跡できるようにするための書類

⋄ 生産指示書

⋄ 商品の工場生産能力に関する報告書

⋄ 輸入者、当該工場から調達する川下サプライヤー、または第3者による工場現場視察の報告書

⋄ 構成材料の投入量と生産された商品の生産量が一致していることの証拠

◼ 商品の全部または一部が強制労働によって採掘、生産、または製造されていないことを証明するためのその他の証拠

CBPガイダンス概要
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CBP が要求する可能性のある情報の種類と性質（4）4

C サプライチェーン管理措置に関する情報
サプライチェーン管理措置に関する文書で、以下を含む場合があり

◼ 強制労働のリスクを防止または軽減し、輸入品の採掘、生産、製造において確認された強制労働の使用を是正するため
の内部統制

◼ 輸入者は、提供された文書が、監査済み財務諸表を含む業務システムまたは会計システムの一部であることを証明でき
なくてはならない

D 商品の全部または一部が新疆ウイグル自治区で採掘、生産、製造されていない証拠

◼ 商品のサプライチェーンを追跡する文書（文書の種類については、サプライチェーンの追跡に関する４章Bを参照）

E 中国原産の商品の全部または一部が強制労働によって採掘、生産、または製造されていない証拠
文書には以下のものが含まれますが、これに限定されるものではない

◼ 商品の生産に関与する全ての事業体を特定するサプライチェーンマップ

◼ 中国での商品の生産に関わる各事業体の労働者に関する情報（労働者1人当たりの賃金支払いや生産高など）

◼ 労働者の募集に関する情報および中国におけるすべての労働者が募集され、自発的に働いていることを確認するための
内部統制

◼ 強制労働の指標を特定するための信頼できる監査と、該当する場合はこれらの是正

CBPガイダンス概要
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付録

◼ ガイダンスでは、過去WROが出されるなど強制労働のリスクが高い商品について、サプライ

チェーン文書に関する具体的な情報を列挙

綿
花

• 輸入者は、特定の商品の製造、操作、または輸出に関与した全ての事業体、および強制労働の疑いのある供給源、すなわち新疆で

の生産またはUFLPA戦略事業体リスト上の事業者による製品の生産に遡る各材料の原産国を示す取引記録とサプライチェーン文書

の完全な記録を提供する必要がある。

• 全ての原材料の調達と生産の各段階をマッピングしたフローチャートを提供し、生産における各材料の原産地を特定すること

（例：ポリシリコンの原料である珪石の所在地から、ポリシリコンを生産する製造施設の所在地、輸入品の製造に使用される下流

商品の生産施設の所在地まで）。

• 輸入者が直接取引していない各上流関係者を特定するために使用した事業記録を引用しながら、生産工程の各段階に関連する全て

の事業者のリストを提供すること。

• 輸入者は、新疆内および新疆以外の両方からポリシリコンを調達している工場からの商品の輸入は、サプライチェーンが非新疆ポ

リシリコンのみを使用していること、その材料が製造工程のいかなる時点でも新疆ポリシリコンと交換されていない、または混ざ

り合っていないことを確認することが困難であるため、拘留の対象になるリスクがあることを認識する必要がある。

• トマトの種、トマト、トマト製品の原産地を証明するサプライチェーンのトレーサビリティ文書（商品、品種、場所、収穫日に基

づいて割り当てられたロットコードなど）を提供すること。

• トマトの種、トマトを調達した親会社および農園の両方を含むトマト加工施設を特定すること。

• 種から製品まで、農場から米国への出荷まで、生産工程の全段階を特定するトマトの種、トマト、トマト製品の記録。

• 生産工程の各段階に関連する全ての事業体のリストを提供し、同リストにおいては、輸入業者が直接取引していない各上流関係者

を特定するために使用した事業記録を引用すること。

• 綿花の原産地であるベールレベルから最終製品の生産まで、サプライチェーン全体を示す、通常の業務で保管される記録（発注書、

支払記録など）を含む十分な書類を提出すること。

• 生産工程のフローチャートと生産工程が行われる地域の地図を提供すること。 生産工程に沿った各段階に番号を付け、各段階に関

連する追加の補足文書に番号を付けること。

• 生産工程の各段階に関与する全ての事業体を特定し、輸入業者が直接取引していない各上流事業体を特定するために使用した事業

記録を引用すること。

ポ
リ
シ
リ
コ
ン

ト
マ
ト
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レポートをご覧いただいた後、

アンケートにご協力ください。
（所要時間：約1分）
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レポートに関するお問い合わせ先

日本貿易振興機構（ジェトロ）

海外調査部 米州課

03-3582-5545

orb@jetro.go.jp

〒107-6006

東京都港区赤坂1-12-32 アーク森ビル6階

◼ 免責条項

本レポートはジェトロが作成したUFLPA輸入者向けの運用ガイダンス（暫定仮訳）をもとにしておりますので、実際の取引を行う場合は、必ずUFLPA輸入者向
けの運用ガイダンス原文も確認願います。本レポートで提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用下さい。ジェトロでは、できるだけ
正確な情報の提供を心掛けておりますが、本レポートで提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロは一切の責
任を負いかねますので、ご了承下さい。

禁無断転載
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